
 

令和６年度  

 

当初予算事項別明細書 

 

 

串間市水道事業  





（収益的収入及び支出）

収　　入

款 項 目 予 定 額（千円） 備     考

１．水道事業収益 521,921

１．営業収益 368,866

１．給水収益 361,031

２．その他の営業収益 7,835

２．営業外収益 153,055

１．受取利息及び配当金 401

２．他会計補助金 103,641

３．長期前受金戻入 45,716

４．給水加入金 1,870

５．雑収益 641

６．他会計負担金 786

支　　出

款 項 目 予 定 額（千円） 備     考

１．水道事業費用 477,977

１．営業費用 444,729

１．原水及び浄水費 57,487

２．配水及び給水費 45,232

３．総係費 101,587

令和６年度　串間市水道事業会計予算実施計画
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款 項 目 予 定 額（千円） 備     考

４．減価償却費 229,586

５．資産減耗費 10,837

２．営業外費用 29,577

１．支払利息及び企業債取扱諸費 20,335

２．消費税 9,242

３．特別損失 671

１．特別損失 671

４．予備費 3,000

１．予備費 3,000

2



(資本的収入及び支出）

収　　入

款 項 目 予 定 額（千円） 備     考

１．資本的収入 55,838

１．企業債 16,400

１．企業債 16,400

２．国庫補助金 7,110

１．国庫補助金 7,110

３．他会計補助金 27,500

１．他会計補助金 27,500

４．他会計負担金 4,828

１．他会計負担金 4,828

支　　出

款 項 目 予 定 額（千円） 備            考

１．資本的支出 318,403

１．建設改良費 189,922

１．有形固定資産購入費 189,922

２．企業債償還金 126,481

１．企業債償還金 126,481

３．予備費 2,000

１．予備費 2,000
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(収益的収入及び支出）

収      入

目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考

１．水道事業収益 521,921

１．営業収益 368,866

１．給水収益 361,031

１．給水料金 361,031

２．その他の営業収益 7,835

１．手数料 2,650

２．他会計負担金 5,185

２．営業外収益 153,055

１．受取利息及び配当金 401

１．預金利息 2

２．配当金 399

２．他会計補助金 103,641

１．他会計補助金 103,641

３．長期前受金戻入 45,716

１．長期前受金戻入 45,716

４．給水加入金 1,870

１．給水加入金 1,870

５．雑収益 641

１．その他雑収益 641

６．他会計負担金 786

１．他会計負担金 786

令和６年度　串間市水道事業会計予算実施計画明細書
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支      出

目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考

１．水道事業費用 477,977

１．営業費用 444,729

１．原水及び浄水費 57,487

１．旅費 7

２．備消品費 45

３．通信運搬費 1,525

４．委託料 6,763

５．手数料 5,220

６．賃借料 26

７．修繕費 1,902

８．特別修繕引当金繰入額 7,339

９．動力費 34,660

２．配水及び給水費 45,232

１．通信運搬費 1,308

２．委託料 5,343

３．賃借料 30

４．修繕費 26,616

５．動力費 5,027

６．材料費 6,908

款　　　　　項
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目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考款　　　　　項

３．総係費 101,587

１．給料 14,150

２．手当 5,676

３．賞与引当金繰入額 1,709

４．法定福利費 3,852

５．法定福利費引当金繰入額 341

６．旅費 41

７．被服費 110

８．備消品費 849

９．燃料費 284

10．光熱水費 479

11．通信運搬費 1,369

12．委託料 65,194

13．手数料 1,624

14．賃借料 170

15．修繕費 650

16．補償金 1

17．研修費 450

18．負担金 3,157

19．保険料 489

20．公課費 13
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目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考款　　　　　項

21．雑費 63

22．貸倒引当金繰入額 130

23．工事請負費 786

４．減価償却費 229,586

１．有形固定資産減価償却費 229,586

５．資産減耗費 10,837

１．固定資産除却費 9,337

２．たな卸資産減耗費 200

３．工事請負費 1,300

２．営業外費用 29,577

１．支払利息及び企業債取扱諸費 20,335

１．企業債利息 20,335

２．消費税 9,242

１．消費税 9,242

３．特別損失 671

１．特別損失 671

１．過年度損益修正損 671

４．予備費 3,000

１．予備費 3,000

１．予備費 3,000

7



(資本的収入及び支出）

収      入

目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考

１．資本的収入 55,838

１．企業債 16,400

１．企業債 16,400

１．企業債 16,400

２．国庫補助金 7,110

１．国庫補助金 7,110

１．国庫補助金 7,110

３．他会計補助金 27,500

１．他会計補助金 27,500

１．他会計補助金 27,500

４．他会計負担金 4,828

１．他会計負担金 4,828

１．他会計負担金 4,828

款　　　　　項
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(資本的収入及び支出）

支      出

目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考

１．資本的支出 318,403

１．建設改良費 189,922

１．有形固定資産購入費 189,922

１．給料 5,692

２．手当 3,341

３．法定福利費 1,724

４．備消品費 260

５．燃料費 50

６．通信運搬費 140

７．委託料 25,602

８．工事請負費 152,463

９．用地買収費 150

10．機械及び備品費 500

２．企業債償還金 126,481

１．企業債償還金 126,481

１．企業債償還金 126,481

３．予備費 2,000

１．予備費 2,000

１．予備費 2,000

款　　　　　項
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１．総　括

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計 法定福利費 合 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(  1  )
損益勘定支弁職員 3 　 14,150 　 7,385 21,535 4,193 25,728 

(    )
資本勘定支弁職員 2 　 5,692 　 3,341 9,033 1,724 10,757 

(  1  )
合 計 5 　 19,842 　 10,726 30,568 5,917 36,485 

(  1  )
損益勘定支弁職員 3 　 13,813 　 6,760 20,573 4,231 24,804 

(    )
資本勘定支弁職員 2 　 6,978 　 4,668 11,646 2,323 13,969 

(  1  )
合 計 5 　 20,791 　 11,428 32,219 6,554 38,773 

(    )
損益勘定支弁職員 0 　 337 　 625 962 △38 924 

(    )
資本勘定支弁職員 0 　 △1,286 　 △1,327 △2,613 △599 △3,212 

(    )
合 計 0 　 △949 　 △702 △1,651 △637 △2,288 

（　）内には、短時間勤務職員について外書き。

区分
管 理 職
手 当

扶 養
手 当

通 勤
手 当

住 居
手 当

期 末 及 び
勤 勉 手 当

時 間 外
勤 務 手 当

退 職
手 当

児 童
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 504 558 102 300 8,052 1,090 0 120 

前年度 504 738 75 636 7,993 1,102 0 380 

比　較 0 △180 27 △336 59 △12 0 △260 

給 与 費 明 細 書

職 員 数 給 与 費
区分

手
当
の
内
訳

本
年
度

前
年
度

比
　
較
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ア　会計年度任用職員以外の職員

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計 法定福利費 合 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(    )
損益勘定支弁職員 3 12,513 6,771 19,284 3,854 23,138 

(    )
資本勘定支弁職員 2 5,692 3,341 9,033 1,724 10,757 

(    )
合 計 5 18,205 10,112 28,317 5,578 33,895 

(    )
損益勘定支弁職員 3 12,288 6,455 18,743 3,929 22,672 

(    )
資本勘定支弁職員 2 6,978 4,668 11,646 2,323 13,969 

(    )
合 計 5 19,266 11,123 30,389 6,252 36,641 

(    )
損益勘定支弁職員 0 225 316 541 △75 466 

(    )
資本勘定支弁職員 0 △1,286 △1,327 △2,613 △599 △3,212 

(    )
合 計 0 △1,061 △1,011 △2,072 △674 △2,746 

（　）内には、短時間勤務職員について外書き。

区分
管 理 職
手 当

扶 養
手 当

通 勤
手 当

住 居
手 当

期 末 及 び
勤 勉 手 当

時 間 外
勤 務 手 当

退 職
手 当

児 童
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 504 558 102 300 7,438 1,090 0 120 

前年度 504 738 75 636 7,688 1,102 0 380 

比　較 0 △180 27 △336 △250 △12 0 △260 

職 員 数 給 与 費
区分

手
当
の
内
訳

本
年
度

前
年
度

比
　
較
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イ　会計年度任用職員

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計 法定福利費 合 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(  1  )
損益勘定支弁職員 0 1,637 614 2,251 339 2,590 

(    )
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 

(  1  )
合 計 0 1,637 614 2,251 339 2,590 

(  1  )
損益勘定支弁職員 0 1,525 305 1,830 302 2,132 

(    )
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 

(  1  )
合 計 0 1,525 305 1,830 302 2,132 

(    )
損益勘定支弁職員 0 112 309 421 37 458 

(    )
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 

(    )
合 計 0 112 309 421 37 458 

（　）内には、短時間勤務職員について外書き。

区分
通 勤
手 当

期 末 及 び
勤 勉 手 当

（千円） （千円）

本年度 0 614 

前年度 0 305 

比　較 0 309 

職 員 数 給 与 費
区分

手
当
の
内
訳

本
年
度

前
年
度

比
　
較
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２．給料及び手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

増　減　額
(千円)

給与改定の状況

給与改定の実施時期　

平均昇給率　 100.0 ％

昇給者数　　 　 　 5 名

千円

△1,370 千円

期末及び勤勉手当 千円

管理職手当  千円

扶養手当 △180 千円

通勤手当 27 千円

住居手当 △336 千円

期末及び勤勉手当 △250 千円

時間外勤務手当 △12 千円

退職手当  千円

児童手当 △260 千円

△1,011 

給　料 △1,061 

手　当 △1,011 

その他の増減分

昇給に伴う増減分 309 

その他の増減分 △1,370 

制度改正に伴う増減分

区　　分 説　　　　　　　　　明 備　　　      考

給与改定に伴う増減分

増減事由別内訳
(千円)

新陳代謝による増減

異動に伴う増減
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　（１）職員１人当たり給与

　（２）初　　任　　給

高　校　卒 166,600

大　学　卒 196,200

一般行政職（円）

166,600

196,200

令和６年２月１日現在

令和５年２月１日現在

区　　分 水道企業職（円）

平均給与月額(円) 378,350

平  均  年  齢(歳) 39.20

一　般　会　計　の　制　度

平均給与月額(円) 347,983

平  均  年  齢(歳) 37.20

平均給料月額(円) 321,100

３．給料及び手当の状況

区　　　　　　　　　　　分 水道企業職

平均給料月額(円) 303,417
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　（３）級別職員数

級 職員数（人） 構成比
(    ) (0.0%)

1 20.0%
(    ) (0.0%)

0.0%
(    ) (0.0%)

2 40.0%
令和６年２月１日現在 (    ) (0.0%)

1 20.0%
(    ) (0.0%)

0.0%
(    ) (0.0%)

1 20.0%
(    ) (0.0%)

5 100.0%
(    ) （0.0%）

0.0%
(    ) （0.0%）

0.0%
(    ) （0.0%）

3 60.0%
令和５年２月１日現在 (    ) （0.0%）

1 20.0%
(    ) （0.0%）

0.0%
(    ) （0.0%）

1 20.0%
(    ) （0.0%）

5 100.0%
（　）内には、短時間勤務職員について外書き。

計

２級

３級

４級

５級

６級

４級

５級

６級

計

１級

水道企業職
区分

１級

２級

３級
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合　　　　計 水道企業職

職 員 数 （Ａ）（人） 5 5

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）（人） 5 5

２号給（人）

４号給（人） 5 5

６号給（人）

８号給（人）

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

職 員 数 （Ａ）（人） 5 5

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）（人） 5 5

２号給（人）

４号給（人） 5 5

６号給（人）

８号給（人）

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

　（５）特殊勤務手当

代 表 的 な 職 種
－

－ －

－ －

－ －

－ －代表的な特殊勤務手当の名称

号給数別内訳

号給数別内訳

区　　　　　　　　分 全　　　職　　　種

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

　（４）昇給

区　　　　　　　　分

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（令和６年２月１日現在）
支給対象職員1人当たり

平均支給月額（円）
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支給率計

６月（月分） １２月（月分） （月分）

本     年     度
（  1.175  ）

2.250
（  1.175  ）

2.250
（  2.35  ）

4.50

前     年     度
（  1.150  ）

2.200
（  1.150  ）

2.200
（  2.30  ）

4.40

一般会計の制度
（  1.175  ）

2.250
（  1.175  ）

2.250
（  2.35  ）

4.50

（　）内には、再任用職員について外書き。

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定年前早期退職特例措置

(２％～４５％加算)

一 般 会 計 の 制 度 定年前早期退職特例措置

（ 支 給 率 等 ） (２％～４５％加算)

その他の経過措置

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

　（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　　　分

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　(６)期末及び勤勉手当

支　給　期　別　支　給　率

３級５％加算、４級５級７％加算、６級１０％加算

３級５％加算、４級５級７％加算、６級１０％加算

３級５％加算、４級５級７％加算、６級１０％加算

区　　　分 職制上の段階・職務の級等による加算措置
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区　　　　分 備                       考

扶  養  手  当

地  域  手  当

住  居  手  当

通  勤  手  当

－

同

同

  （８）その他の手当

一般会計の制度との異同 差    異    の    内    容

同
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債務負担行為に関する調書 

（単位：千円） 

事      項 限 度 額 

前年度末までの支払 

義務発生（見込）額 

当該年度以降の支 

払義務発生予定額 
左の財源内訳 

期    間 金  額 期    間 金  額 国庫支出金 企 業 債 一般財源 

水道料金等徴収業務委託費 91,397 令和５年度 30,030 
令和６年度から 

令和７年度まで 
66,060   66,060 

水道施設維持管理等包括業

務委託費 
103,499 令和５年度 34,078 

令和６年度から 

令和７年度まで 
68,112   68,112 
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（単位：千円）

1　業務活動によるキャッシュフロー

　当期純利益 33,820

　減価償却費 229,586

　減損損失 0

　貸倒引当金の増減（△は減少） 130

　長期前受金戻入額 △ 45,716

　受取利息・受取配当金 △ 401

　支払利息 20,335

　為替差損益（△は益） 0

　有形固定資産売却損益（△は益） 0

　未収金の増減額（△は増加） 671

　未払金の増減額（△は減少） 426

　たな卸資産の増減額（△は増加） 828

　固定資産除却費 9,337

　一般会計からの補助金 0

　前払金の減少額（増加△） 0

　その他流動資産の減少額（増加△） 0

　その他流動負債の増加額（減少△） 0

　引当金の増加額（減少△） △ 30,740

　　　小　　　計 218,276

　利息及び配当金の受取額 401

　利息の支払額 △ 20,335

業務活動によるキャッシュフロー 198,342

2　投資活動によるキャッシュフロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 176,269

　有形固定資産の売却による収入 0

　国庫補助金等による収入 7,110

　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0

　一般会計出資金の収入 0

　一般会計負担金の収入 4,828

　投資活動に伴う未収金の減少額（増加△） 0

　投資活動に伴う未払金の増加額（減少△） 0

投資活動によるキャッシュフロー △ 164,331

3　財務活動によるキャッシュフロー

　一時借入れによる収入 0

　一時借入金の返済による支出 0

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 16,400

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 126,481

　他会計からの補助による収入 27,500

財務活動によるキャッシュフロー △ 82,581

    資金に係る換算差額 0

  　資金増加額（又は減少額△） △ 48,570

  　資金期首残高 553,184

  　資金期末残高 504,614

令和６年度 串間市水道事業会計 予定キャッシュフロー計算書(間接法)

１　営業収益

　(1) 給水収益 351,113
　(2) その他の営業収益 6,560 357,673
２　営業費用

　(1) 原水及び浄水費 43,489
　(2) 配水及び給水費 39,162
　(3) 総係費 95,546
　(4) 減価償却費 230,786
　(5) 資産減耗費 13,205 422,188
　　営業利益 △ 64,515

３　営業外収益

　(1) 受取利息及び配当金 540
　(2) 他会計補助金 45,727
　(3) 長期前受金戻入 50,079 　
　(4) 給水加入金 3,960
　(5) 雑収益 633
　(6) 他会計負担金 20 100,959
４　営業外費用

　(1) 支払利息及び

　　　企業債取扱諸費

　(2) 雑支出 17 22,066 78,893
　　経常利益 14,378

５　特別利益

　(1) 固定資産売却益 0
　(2) 過年度損益修正益 0
　(3) その他特別利益 0 0
６　特別損失

　(1) 固定資産売却損 6
　(2) 過年度損益修正損 0
　(3) その他特別損失 0 6 △ 6
　　当年度純利益 14,372
　　前年度繰越利益剰余金 200,048
　　その他未処分利益剰余金変動額 0
　　当年度未処分利益剰余金 214,420

令和５年度 串間市水道事業会計 予定損益計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位:千円）

22,049
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１．固定資産 ３．固定負債
　(1) 有形固定資産 　(1) 企業債
　 　イ 土地 106,303 　　 イ　建設改良費等の財源に 1,207,060
　 　ロ 建物 397,351 　　　　 充てるための企業債
　　　　減価償却累計額 134,025 263,326 　(2) リース債務 0
　 　ハ 構築物 8,151,213 　(3) 引当金
　　　　減価償却累計額 3,933,562 4,217,651    　イ 退職給付引当金 38,153
　 　ニ 機械及び装置 1,697,988    　ロ 修繕引当金 1,895
　    　減価償却累計額 1,032,394 665,594    　ハ 特別修繕引当金 50,584 90,632
   　ホ 車両運搬具 15,203 　　　　　固定負債合計 1,297,692
      　減価償却累計額 12,001 3,202 ４．流動負債
   　ヘ 工具器具及び備品 18,385 　(1) 一時借入金 0
      　減価償却累計額 15,017 3,368 　(2) 企業債
     ト リース資産 0 　　 イ　建設改良費等の財源に 126,480
　　　　減価償却累計額 0 0 　　　　 充てるための企業債
   　チ 建設仮勘定 0 　(3) リース債務 0

　(4) 未払金 8,565
　　　　　有形固定資産合計 5,259,444 　(5) 引当金

   　イ 修繕引当金 0
   　ロ 賞与引当金 1,638
   　ハ 法定福利費引当金 338 1,976

　(2) 無形固定資産 　(6) 預り金 1,962
   　イ 電話加入権 14 　(7) その他流動負債 0
　　 ロ ソフトウェア 0 　　　　　流動負債合計 138,983
　　　　　無形固定資産合計 14 ５．繰延収益

　(1) 長期前受金 2,089,463
　　　収益化累計額 1,141,909

　(3) 投資 　　　　　繰延収益合計 947,554
     イ 出資金 172 　　　　　負債合計 2,384,229
   　ロ その他投資 19
　　　　　投資合計 191 ６．資本金
　　　　　固定資産合計 5,259,649 　(1) 資本金 3,283,119

　　　　　資本金合計 3,283,119
７．剰余金
　(1) 資本剰余金

２．流動資産    　イ 工事負担金 0
  (1) 現金・預金 553,184 　　 ロ 受贈財産評価額 33
  (2) 未収金 76,165 　　 ハ 国庫補助金 12,123 12,156
 　　 貸倒引当金 △ 228 75,937 　(2) 利益剰余金
  (3) 貯蔵品 5,154    　イ 当年度未処分利益剰余金 214,420
  (4) 前払金 0    　ロ その他未処分利益剰余金変動額 0
  (5) その他流動資産 0 　　　　　剰余金合計 226,576
　　　　　流動資産合計 634,275 　　　　　資本合計 3,509,695

　　　　　資産合計 5,893,924 　　　　　負債資本合計 5,893,924

資　本　の　部

令和５年度 串間市水道事業会計 予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

（単位:千円）
資　産　の　部 負　債　の　部
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１．固定資産 ３．固定負債
　(1) 有形固定資産 　(1) 企業債
　 　イ 土地 106,303 　　 イ　建設改良費等の財源に 1,110,077
　 　ロ 建物 397,351 　　　　 充てるための企業債
　　　　減価償却累計額 142,862 254,489 　(2) リース債務 0
　 　ハ 構築物 8,304,691 　(3) 引当金
　　　　減価償却累計額 4,090,751 4,213,940    　イ 退職給付引当金 0
　 　ニ 機械及び装置 1,711,442    　ロ 修繕引当金 1,895
　    　減価償却累計額 1,093,316 618,126    　ハ 特別修繕引当金 57,923 59,818
   　ホ 車両運搬具 15,203 　　　　　固定負債合計 1,169,895
      　減価償却累計額 13,912 1,291 ４．流動負債
   　ヘ 工具器具及び備品 18,387 　(1) 一時借入金 0
      　減価償却累計額 15,745 2,642 　(2) 企業債
     ト リース資産 0 　　 イ　建設改良費等の財源に 113,382
　　　　減価償却累計額 0 0 　　　　 充てるための企業債
   　チ 建設仮勘定 0 　(3) リース債務 0

　(4) 未払金 8,991
　　　　　有形固定資産合計 5,196,791 　(5) 引当金

   　イ 修繕引当金 0
   　ロ 賞与引当金 1,709
   　ハ 法定福利費引当金 341 2,050

　(2) 無形固定資産 　(6) 預り金 1,961
   　イ 電話加入権 14 　(7) その他流動負債 0
　　 ロ ソフトウェア 0 　　　　　流動負債合計 126,384
　　　　　無形固定資産合計 14 ５．繰延収益

　(1) 長期前受金 2,101,401
　　　収益化累計額 1,187,625

　(3) 投資 　　　　　繰延収益合計 913,776
     イ 出資金 172 　　　　　負債合計 2,210,055
   　ロ その他投資 19
　　　　　投資合計 191 ６．資本金
　　　　　固定資産合計 5,196,996 　(1) 資本金 3,310,619

　　　　　資本金合計 3,310,619
７．剰余金
　(1) 資本剰余金

２．流動資産    　イ 工事負担金 0
  (1) 現金・預金 504,614 　　 ロ 受贈財産評価額 33
  (2) 未収金 75,493 　　 ハ 国庫補助金 12,124 12,157
 　　 貸倒引当金 △ 358 75,135 　(2) 利益剰余金
  (3) 貯蔵品 4,326    　イ 当年度未処分利益剰余金 248,240
  (4) 前払金 0    　ロ その他未処分利益剰余金変動額 0
  (5) その他流動資産 0 　　　　　剰余金合計 260,397
　　　　　流動資産合計 584,075 　　　　　資本合計 3,571,016

　　　　　資産合計 5,781,071 　　　　　負債資本合計 5,781,071

資　本　の　部

令和６年度 串間市水道事業会計 予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

（単位:千円）
資　産　の　部 負　債　の　部
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

   平成 26年度より改定後の地方公営企業会計基準を適用し、平成 30年度より統合簡易水道（簡易水道）を加えて、財務諸表等を作成している。 

     １ 固定資産の減価償却方法 

   (１)有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法   定額法（但し、量水器は取替法）による。 

    ・主な耐用年数 

     建物        38年～50年 

     構築物       30年～58年 

     機械及び装置    10年～20年 

     工具器具及び備品   3年～15年 

     車両運搬具      4年～ 5年 

   (２)無形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     ソフトウェア     5年 

   (３)リース資産 

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

  ２ 引当金の計上方法 

   (１)退職給付引当金 

     職員の退職手当は、一般会計への退職手当基金負担金として支出しているため、退職給付引当金としては計上していない。 

   (２)賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

   (３)法定福利費引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上
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している。 

   (４)特別修繕引当金 

     西区浄水場、東区浄水場に設置してある膜ろ過モジュールの交換に係る支出に備えるため、その支出見込額を耐用年数で除した額を計上してい

る。 

   (５)貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を算定し計上している。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。 

 

 Ⅱ．予定貸借対照表関連 

   後年度において他会計が負担する企業債の償還に関する事項 

    貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込ま

れる額は、425,615千円である。 

 

 Ⅲ．セグメント情報の開示 

   報告セグメントの概要 

    串間市水道事業では、水道事業及び平成 25年度以降統合された簡易水道事業を運営しているため、水道事業及び簡易水道事業の 2つを報告セグメ

ントとして予定している。 

 

Ⅳ．リース契約による使用する固定資産 

   リース取引の処理方法 

    リース料総額が 300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

  

 Ⅴ．その他の注記 

   新会計基準移行に係る経過措置 

   (１)修繕引当金に関する経過措置 
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     平成 26年 3月 31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

   (２)みなし償却制度廃止に伴う経過措置 

     平成 26 年 3月 31 日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、平成 26 年 3

月 31日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、

補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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